様式第２

令和　　年　　月　　日

愛知県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　

　下記入札において、落札候補者となりましたので、別紙１及び別紙２のとおり、入札参加資格の事後審査に係る書類を提出します。

記

１　開札日
    令和８年１０月２３日

２　工事名
　　水産試験場内水面漁業研究所三河一宮指導所改修電気工事(余裕期間)

３　路線等の名称
　　水産試験場内水面漁業研究所三河一宮指導所
４　工事場所　　　
　　豊川市豊津町地内
[記載責任者・連絡先等]

１　責 任 者

２　部・課名

３　電話番号

別紙１
	会社名
	建設業許可番号
	電気工事業の総合点数

	
	
	

	１　配置予定の主任（監理）技術者氏名等

	技術者氏名
	
	生年月日（年齢）
	

	法令による資格・免許等
	（記入例）
・一級（二級）土木施工管理技士　00年00月取得（登録番号：000）

・○○工事業に係る監理技術者資格者証　00年00月当初交付

（現在の交付番号：0000）

監理技術者講習修了履歴　修了番号：第0000号

修了年月日：00年00月00日

・実務経験　○年以上（実務経験による資格の場合に記入）

	技術者参加資格施工実績
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	工事場所
	

	
	請負代金額
	

	
	工期
	

	
	従事した役割
	

	
	工事内容

（工法、規模等を記載）
	

	現在の他工事の従事状況
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	工事場所
	

	
	請負代金額
	

	
	工期
	

	
	従事した役割
	

	
	本工事と重複する

場合の対応措置
	

	
	コリンズへの登録
	有【登録番号　　　　　　　　】　・　無


	２　企業の参加資格施工実績工事

	工　　事　　概　　要
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	工事場所
	

	
	請負代金額
	共同企業体である場合は、出資比率に応じた施工実績を記載するとともに、（　）書きで、全体契約金額及び貴社の出資比率を記載すること。

	
	工期
	

	
	受注形態等
	

	
	工事の内容

（工法、規模等を記載）
	

	３　営業所（特定営業所）技術者の氏名等

	技術者氏名
	
	生年月日（年齢）
	


【別紙１に関する記載要領及び留意事項】

１　総合点数については、最新の経営事項審査の評価点数ではなく、令和８年度及び令和９年度の愛知県建設局、都市・交通局及び建築局における入札参加資格の認定において、認定された電気工事業の総合点数を記入すること。

２　配置予定の主任（監理）技術者については、公告において明示した参加資格施工実績工事の経験の概要を１件のみ記入すること。ただし、配置予定の主任（監理）技術者の参加資格施工実績工事の経験を設定していない工事については、技術者参加資格施工実績の欄は空欄とする。

また、次の資料を併せて提出すること。

（１）配置予定の主任（監理）技術者の資格要件に該当する有資格を証する資料として、次に掲げる書類

ア　配置予定の主任（監理）技術者の技術検定合格証明書（合格通知含む。）の写し
イ　該当工事業の監理技術者資格者証の表面及び裏面（監理技術者講習修了履歴）の写し
ウ　実務経験による参加資格の場合は、その経験が証明できる証明書

（２）参加資格施工実績を証する資料として、次に掲げる書類

ア  コリンズ登録済の工事実績

記載した工事について、コリンズにおける登録内容確認書（竣工登録工事カルテ受領書及びＪＡＣＩＣに登録済みのコリンズ工事カルテ（竣工時データ）でも可）を添付すること。

イ　コリンズ登録内容確認書（工事カルテ）の補足資料

記載した工事の実績について、コリンズ登録内容確認書（工事カルテ）では判別しがたいと判断されるときは、契約書等（工事名、発注者、契約金額、工期、受注形態が共同企業体である場合は出資比率及び同種工事と判別できる工事概要等を有する部分）の写し、実施工程表の写し等

ウ  民間工事等でコリンズ未登録の工事実績

記載した工事の契約書の写し等（工事名、発注機関名、契約金額、工期、受注形態が共同企業体である場合は出資比率及び同種工事と判別できる工事概要等を有する部分）を提出すること。
３　現在の他工事の従事状況については、「本工事と重複する場合の対応措置」が必要な場合、その対応措置の内容を記入するとともに、主任技術者等兼務届（予定）、監理技術者兼務届（予定）等内容が確認できる書類を添付すること。
　※配置予定技術者の兼務予定に係る各様式は、以下の建設総務課のWebサイトからダウンロードすること。
　　https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kensetsu-somu/yoshiki.html
【兼務届（予定）の各様式】
・主任技術者等兼務届（予定）　建設業法第２６条第３項第１号関係
・監理技術者兼務届（予定）　  建設業法第２６条第３項第２号関係
・主任技術者等兼務届（予定）　建設業法第２６条の５関係
・主任技術者兼務届（予定）　  建設業法施行令第２７条第２項関係
４　配置予定の主任（監理）技術者及び監理技術者補佐は、入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係があること。このうち、専任の主任（監理）技術者及び監理技術者補佐に係る「恒常的な雇用関係」については、入札参加申込書の提出があった日以前に３か月以上の雇用関係があることが確認できる書類（監理技術者資格者証を所持する者の場合は監理技術者資格者証の写し、所持しない者の場合は、市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）の写し、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し（事業所整理記号及び被保険者整理番号をマスキングしたもの）又はこれらに準ずる資料）を添付すること。
５　企業の参加資格施工実績工事には、公告において明示した参加資格施工実績工事の概要を１件のみ記載すること。
なお、施工実績を証する資料として前記２(２)に掲げる書類を添付すること。
６　営業所（特定営業所）技術者の氏名等は、この入札に参加する営業所に設置している建設業法第７条第２号若しくは同法第１５条第２号に規定するすべての者の氏名及び生年月日（年齢）を記入すること。
７　提出された申請書類のみでは資格を判断できないときは、記載責任者に連絡してヒアリングを行うことがある。
別紙２

（１）企業評価対象工事の施工実績（平成２８年４月１日から技術資料を提出する前日までに完了したもの）

	工事概要１
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	工事場所
	

	
	請負代金額
	

	
	工期
	

	
	受注形態等
	単体／共同企業体（出資比率）

	
	工事の内容
（工種、工法、規模等を記載）
	
　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　



	工事概要２
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	工事場所
	

	
	請負代金額
	

	
	工期
	

	
	受注形態等
	単体／共同企業体（出資比率）

	
	工事の内容
（工種、工法、規模等を記載）
	
　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　




注）

・留意事項１に記載した添付資料を提出してください。

・「工事の内容」欄には、公告文別記（２）ア※１に記載する要件を満たす工事であることが確認できるよう記載してください。

・工事規模により評価基準の実績件数を３件以上としている案件については、上表に必要な件数分を追加してください。

（２）工事成績（愛知県建設局、都市・交通局又は建築局発注工事の電気工事業の成績評定点）
	令和５年度の

最上位成績
	令和６年度の

最上位成績
	令和７年度の

最上位成績

	○△点
	該当無し
	○○点


実績の無い年度については、「該当無し」と記入してください。

過去３年間（令和５年度から令和７年度）に会社名の変更、合併、事業引継等がある場合は、下表の記入例を参考にして報告してください。

経常ＪＶで入札に参加する場合は、全構成員が現在と同じである経常ＪＶについて、過去の定期登録企業体名称を記入し、建設業許可番号の欄には、愛知県建設局、都市・交通局及び建築局の業者登録番号（60**********）を記入してください。

	年月日
	摘要
	名称
	建設業許可番号

	令和00年00月00日
	(株)◎◎建設に社名変更
	[旧名称]

××土建株式会社
	000000000000

	令和00年00月00日
	△△組を吸収合併
	△△組
	000000000000

	令和00年00月00日
	□□工業の土木部門事業を継承
	□□工業
	000000000000

	令和00年00月00日
	現社名に名称変更
	[旧名称]

(株)◎◎建設
	000000000000


注）

・留意事項２に記載した添付資料を提出してください。上表では書きづらい場合、文章で表現しても結構ですが、関係する企業の建設業許可番号がわかるようにしてください

（３）過去５年間（令和３年４月１日から技術資料を提出する前日まで）における優良工事表彰の有無

	該当する所に○を記入
	区分

	
	２件以上の実績あり

	
	１件の実績あり

	
	実績なし


注）

・留意事項３に記載した添付資料を提出してください。

（４）中長期的な担い手の確保（若手技術者の雇用実績の有無）

	該当する所に○を記入
	区分

	
	若手技術者の雇用実績あり

	
	上記に該当しない


注）

・留意事項４に記載した添付資料を提出してください。
（５）過去５年間（令和３年４月１日から技術資料を提出する前日まで）における国家資格等の取得者の有無
	該当する所に○を記入
	区分

	
	取得者あり

	
	取得者なし


注）

・留意事項５に記載した添付資料を提出してください。
（６）ＩＳＯ９００１認証取得の有無

	該当する所に○を記入
	区分

	
	認証あり

	
	上記に該当しない


注）
・留意事項６に記載した添付資料を提出してください。

（７）資格保有
	該当する所に○を記入
	区分

	
	１級電気工事施工管理技士を有する

	
	２級電気工事施工管理技士を有する

	
	上記項目に該当しない


注）

・留意事項７に記載した添付資料を提出して下さい。

（８）配置予定技術者が過去１年間に取得した建築ＣＰＤ情報提供制度による取得単位数

	取得期間
	取得単位数

	
	


注）

・留意事項８に記載した添付資料を提出して下さい。
（９）地域内における営業所の所在の有無

	該当する所に○を記入
	区　　　　　　分

	
	豊川市内にあり

	
	上記に該当しない


注）

・地域内にある営業所が、県の入札資格登録営業所以外の時は、留意事項９に記載した添付資料を提出してください。

（１０）地域内における企業評価対象工事の施工実績（平成２８年４月１日から技術資料を提出する前日までに完了したもの）
	該当する所に○を記入
	区　　　　　　分

	
	豊川市内で実績あり

	
	東三河建設事務所管内（豊川市を除く）で実績あり

	
	該当なし


実績がある場合は、下表に公告文別記（２）ア※１に記載する要件を満たす工事であることが確認できるよう記載してください。
	工事概要
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	工事場所
	

	
	請負代金額
	

	
	工期
	

	
	受注形態等
	単体／共同企業体（出資比率）

	
	工事の内容
（工種、工法、規模等を記載）
	
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　



注）

　　・留意事項１に記載した添付資料を提出してください。別紙２（１）と重複する場合は、添付書類を省略してもよいが、その旨を記載した書類を添付すること。
（１１）応急修理等に関する協定の状況
	該当する所に○を記入
	区分

	
	令和７年４月１日以前より継続して協定あり

	
	協定あり

	
	上記に該当しない


注）

・留意事項１０に記載した添付資料を提出してください。

（１２）ボランティア活動実績

	該当する所に○を記入
	区　　　　分

	
	実績あり

	
	実績なし


注）

・留意事項１１に記載した添付資料を提出してください。

（１３）愛知県被災建築物応急危険度判定士の登録者の有無
	該当する所に○を記入
	区　　　　分

	
	登録者あり

	
	登録者なし


登録者ありの場合、正規社員であることを証するため、以下の在籍証明書の下線部分を記入してください（登録者が常勤役員等の場合は、履歴事項全部証明書を提出してください。)。
	在籍証明書

下記の社員と期限の定めのない雇用契約を締結していることを証明します。

記

１．締結している社員　尾張 太郎
令和○○年○○月○○日

住所　　　　　○○市○○町○○番地
商号又は名称　○○建設株式会社
代表者氏名　　代表取締役　三河 花子　

	上記について相違ありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（本人自筆）　尾張 太郎　　


注）

・留意事項１２に記載した添付資料を提出してください。なお、登録者が複数の場合、その中から1名の書類を提出してください。

・在籍証明書の日付は、事後審査に係る書類の提出日としてください。

・在籍証明書については、証明の対象となる社員の確認を受け、在籍証明書の下段へ本人自筆の署名をしてください。

（１４）女性の活躍促進宣言の有無
	該当する所に○を記入
	区分

	
	宣言あり

	
	宣言なし


注）

・留意事項１３に記載した添付資料を提出して下さい。

（１５）休み方改革への取組実績
	該当する所に○を記入
	区分

	
	月単位の週休２日制工事の取組証２件あり（２点）

	
	月単位の週休２日制工事の取組証１件あり（１点）

	
	愛知県休み方改革マイスター企業認定の認定証あり（0.5点）

	
	該当なし


注）

・留意事項１４に記載した添付資料を提出して下さい。

（１６)ＩＳＯ１４００１認証取得の有無

	該当する所に○を記入
	区分

	
	認証あり

	
	認証なし


注）

・留意事項６に記載した添付資料を提出してください。
【別紙２に関する留意事項】　以下の添付資料を提出していただきます。
１　企業評価対象工事施工実績【実績のある場合】
（ア）コリンズ登録済の工事実績
記載した工事について、コリンズにおける登録内容確認書（竣工時の工事カルテ、同受領書及びＪＡＣＩＣに登録済みのコリンズ工事カルテ（竣工時データ）の詳細アウトプットデータ）
（イ）コリンズ登録内容確認書（工事カルテ）の補足資料
記載した工事の実績について、コリンズ登録内容確認書（工事カルテ）では判別しがたいと判断されるときは、契約書等（工事名、発注者、契約金額、工期、受注形態が共同企業体である場合は出資比率及び同種工事と判別できる工事概要等を有する部分）の写し。
（ウ）民間工事等でコリンズ未登録の工事実績
記載した工事の契約書の写し等（工事名、発注機関名、契約金額、工期、受注形態が共同企業体である場合は出資比率及び企業評価対象工事と判別できる工事概要等を有する部分）。
２　企業の工事成績【実績のある場合】
　　愛知県建設局、都市・交通局又は建築局が発行した工事成績評定結果の通知書の写し。又は愛知県建設局、都市・交通局若しくは建築局が成績評定点を証明した文書。
３　優良工事表彰【実績のある場合】
感謝状の写し。
４　中長期的な担い手の確保（若手技術者の雇用実績）【実績のある場合】
（ア）常用型労働条件通知書又は労働契約書等、雇用の日付が確認できる書面の写しに加え、市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）の写し、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し（事業所整理記号及び被保険者整理番号をマスキングしたもの）又はこれらに準ずる資料を添付。
（イ）建設業法第７条第２号イで定める学校の建設業法施行規則第１条に定める学科又は施工技術検定規則第５条第１項第六号、同条第２項第一号ハ、同項第二号ハ、同項第三号ハ及び同項第四号ハの規定により、技術検定試験の受験資格の認定を受けた学校・学科を卒業したことを証明する卒業証書の写し等。
５　国家資格等の取得者の有無【取得者のある場合】
（ア）常用型労働条件通知書又は労働契約書等、雇用の日付が確認できる書面の写しに加え、市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）の写し、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し（事業所整理記号及び被保険者整理番号をマスキングしたもの）又はこれらに準ずる資料を添付。
（イ）国家資格等に係る合格証明書等の写し。
※建設業法施行規則第７条の３第２号の表の下欄に記載のある国家資格等の種類に応じて合格証明書（合格通知書含む。）、免許証、免状又は資格者証等の写しを添付してください。
６　ＩＳＯシリーズ認証【認証のある場合】
認定証の写し。
７　資格保有【保有している場合】
技術検定合格証明書（合格通知書含む。）の写し
８　配置予定技術者のＣＰＤ実績【実績のある場合】
　建築ＣＰＤ運営会議が発行した証明書の写し（取得単位がわかるもの）。
９　建設業登録の写し【愛知県の入札資格登録営業所以外の場合】
工事箇所と同一市町村又は同一建設事務所管内にある営業所が、契約相手となる愛知県の入札資格登録営業所と異なる場合には、建設業許可申請書（様式第１号）及び別表（役員や営業所を記載した表）の写し。
１０　応急修理等に関する協定の締結
県と協定を締結している団体が発行する、その団体に所属していることを証する証明書。
１１　ボランティア活動の実績【実績のある場合】
登録証の写し、又は登録を確認できる資料。該当する活動内容と活動期間が確認できる活動報告書の写し（愛知県防災安全局県民安全課の受付印のあるものに限ります。）。
１２　愛知県被災建築物応急危険度判定士の登録者の有無
【正規社員の場合】
愛知県被災建築物応急危険度判定士登録証の写し及び正規社員であることを企業、本人双方が証する書類（様式自由）に加え、住民税特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）の写し、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し（事業所整理記号及び被保険者整理番号をマスキングしたもの）又はこれらに準ずる資料。
　【常勤役員等の場合】
愛知県被災建築物応急危険度判定士登録証の写し及び履歴事項全部証明書（事後審査に係る資料の提出時３か月以内）に加え、住民税特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）の写し、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し（事業所整理記号及び被保険者整理番号をマスキングしたもの）又はこれらに準ずる資料。
１３　女性の活躍促進宣言【宣言のある場合】
愛知県県民文化局男女共同参画推進課が発行する「女性の活躍促進宣言受理証明書」の写し。
１４　休み方改革への取組実績【実績のある場合】
（ア）月単位の週休２日制工事は、愛知県建設局、都市・交通局又は建築局発注工事における取組証の写し。取組証に引渡し年月日の記載がない場合は、完成検査合格通知書の写し等引渡し年月日が確認できる資料を別途添付してください。
（イ）愛知県休み方改革マイスター企業認定は、愛知県労働局が発行する「愛知県休み方改革マイスター企業認定証」の写し。
添付資料提出先

愛知県建設局土木部建設総務課契約第二グループ　
名古屋市中区三の丸三丁目１－２（郵便番号４６０－８５０１）

電話（０５２）９５４－６６１３
電子メール　kensetsu-somu-keiyaku@pref.aichi.lg.jp
添付資料提出期限

１から１４については入札後、落札候補者が提出する事後審査に係る書類と同時に提出してください。
その他
　　提出された申請書類のみでは資格を判断できないときは、記載責任者に連絡してヒアリングを行うことがある。
評価対象工事が確認できる内容を記載のこと。





評価対象工事が確認できる内容を記載のこと。





評価対象工事が確認できる内容を記載のこと。
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